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審 査 の 要 旨 
１ 批評 
 
本論は、政治学という社会科学の概念道具を用いつつ、教育の現場で重視されてきた「公民」概念、その登
場と変容について、政治的な背景と関連付けつつ、体系的に検討した論文である。 
出発点としては、「日本における公民概念に認知度・注目度の低下」に注目し日本側の課題を提起するとと
もに、「台湾の経験」も多様な政治体制の変化とともに詳細に検討した比較研究である。結論として、「参加型
政治」が導入されることにつれ、「公 民
オホミタカラ
」とは別の「公民
コウミン
」概念が作られ、公民を育成するための「公民教
育」が開始されたこと、政治体制や政府政策などの政治的背景として、特に地方での「参政制度」に焦点を当
てて、その公民概念との関連を浮き彫りにしえている。 
検討の素材として、学習指導要領、課程標準、課程綱要、法律、通達、通牒などの公式文書を取り上げ、公
式文書や、公民科、社会科公民的分野、公民與道徳科、公民與社会科などの科目の教科書による「公民概念に
関する記述の内容」を特定し、公民概念が言及される場面、頻度、記述内容、政府による公式見解・公定解釈、
転換過程の背景、影響を、詳細に分析している。 
ほぼ同時期の一世紀にわたる日本と台湾を幅広く比較し、政治体制および参政制度を基準と設定し、
両国それぞれの公民概念の変化に注目し、「両国の公民概念は構成員による参政権限の拡大・縮小と連関
する」という仮説に基づいて、両国を体系的に考察分析し、検証に成功している。 
政治学的な分析として、記述や説明が不十分な点がないわけではないが、着眼点、比較の方法、学際的
なアプローチなど極めてユニークな研究であり、十分な学術的貢献と認められる。 
 
２ 最終試験 
  平成２６年５月２２日、人文社会科学研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと、本
論文について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。審議の結果、審査委員全員一致で
合格と判定された。 
 
３ 結論 
  上記の論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（国際日本研究）の学位を受けるに十分な
資格を有するものと認める。 
